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（5）インジィーンの「環境・競争条件」論

　小売生産性の地域間差異の分析は，インジィーンにおいて，地域小売流通

についての理論的・実証的研究1）の主要な領域を形成する。それは，マー

ケティングにおける生産性改善問題が現代の米国経済にとって解かれなけれ

ばならない主要問題の一つであるという歴史的な認識を反映している。すな

わち，生産性改善の方途をめぐる規範的問題に解答を与えるためには，先ず

生産性の規定因についての実証的問題を処理しなければならないノ）のであ

る。　一

　インジィーンは，小売生産性の規定因についてのホール＝ナップ三ウィン

ステン以降の諸研究をレヴューし，それらが何れも市場諸力（market

forces）を基礎とする相互に関連する一連の概念集合の開発を通して，小売

生産性の地域間差異を経験的に説明することに成功していることを評価する

とともに，それらの多くが共通してもつ基本的な弱点を指摘する。第1に，

小売生産性の規定因を示す諸概念の各々はしばしば複数の変数によって記述

されるが，その場合の変数間の相対的重要性が明確でない。第2に，した

がってそのことはまた，同一の変数がことなった複数の概念の代理変数とし

1）次のような論考が含まれる。Ingene，　C．　A．＆E．　Yu，“Regiona1　Variations　in

Total　Retail　Sales，”American　Statistical　Association，1）70ceedings　of　the　Business

　and　Economic　Section，1979．　Ingene，　C．　A．＆R．　Lusch，“A　Model　of　Retail

　Structure，”Sheth，　J．　N．（ed．），　Research　in　Marketing，　Vol．5（1981）．　Ingene，　C，　A，

　“Labor　Productivity　in　Retailing，”Journal　of　Marketing，　VoL46，　No．4（1982）．　do．，

　“AConceptual　Model　and　Empirical　Evidence　of　Labor　Productivity　in　Depart－

ment　Stores，”in　D．　A．　Gautschi（ed．），　Proぬ‘’ゴ瞬y　and」Efficiency　in　Distribution

　Systems，1983．　do．，“Productivity　and　Functional　Shifting　in　Spatial　Retailing：

Private　and　Social　Perspectives，”Journal　of　Retailing，　Vol．60，　No．3（1984）．　do，

“

Scale　Economies　in　American　Retailing：ACross－Industry　Comparison，”Jour－

　nal　ofルlacromarketing，　VoL4，　No。2（1984）．　do，“Labor　Productivity　in　Retailing：

What　do　we　know　and　How　do　we　know　it　P”，　Journal　of　Marketing，，VoL49，

No．4（1985）．

2）Ingene，　C．　A，01）．　cit．，1982，　p．75．
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て利用されていることを意味することになるが，各々の概念がもつ重要性の

問題が明確に処理されておらず，曖昧さを残したままである。第3に，時と

して回帰式の両辺に販売額が含まれており，分析結果を歪めてきた。第4は

多重共線性の問題であるま）前二者は生産性の規定因を示す理論的構成概念

と測度（meaSUrement）との対応関係の問題であり，後二者は仮説検証のた

めの回帰分析をめぐる技術的問題である。

　インジィーンは生産性の規定因研究のための分析枠組として，非マーケ

ティング的接近（non－marketing　approaches）とマーケティング的接近

（marketing　approach）の二つを識別する。前者は，利用技術の水準，規模

の経済性の達成程度，資本／労働比率，代替の弾力性によってきまる生産関

数が生産性の主要な規定因であるとする「技術・経済的アプローチ」，およ

び労働者の動機づけや訓練が生産性の鍵であるとする「行動科学的アプロー

チ」からなる。これらは企業ないし店舗の内部的要素を問題にしているので

あり，その意味でそれは生産性分析の「内部要因パラダイム」（the　internal

paradigm　of　productivity）として総合される。

　これに対して後者では，前者において等閑視された企業外部の市場の状況

が，生産性の重要な規定因として内部的な要素とともに分析枠組のなかに組

み込まれる。この「内部要因パラダイム」と「外部要因パラダイム」の統合

としての「マーケティング的接近」が，生産性分析のためのインジィーンの

分析枠組となる。そして，それは図6のように図示される8＞

　図の上半分によって示される内部要因パラダイムにおける要因間の関連は

次のようになる。期待需要水準（2），手持在庫量（3），相対的投入コスト（5），お

よび経営者のリスクに対する態度（12）を基礎にして，労働（8），資本（6），および

他の投入要素についての経営者の意志決定（1）が，従業員（8）の動機づけ（1①の方

法についての決定とともになされ，それらは生産関数（9）のなかで結合し，潜

3）　Ibid．，　p．80．

4）インジィーンの分析枠組については次による。Ingene，　C．　A．，　op．　cit．，1983，

pp．72－92．
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図6　インジィーンの分析枠組
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在的産出（19）を形成する。潜在的産出とは，ある機関が一定機関内に生産可能

な産出額を意味しており，需要不在のもとでは交換が行なわれないために，

それは顕在化されないままの状態におかれている。

　潜在産出を顕在化させるのは現実の市場需要であり，それは図の下半分が

示す期待需要水準（2）と現実需要水準（i8）との関係に焦点をあてた外部要因パラ

ダイムによって説明される。先ず，期待需要水準（2）は，予想される環境要素，

つまり顧客や交通システムのような商業環境要素についての精神心理学およ

び人口学的プロフィール（10と，競争業者の行動に対する経営者の知覚⑯を基

礎にして決定される。これらはまた，現実の環境特性㈲や現実の競争業者の

行動（10に関係づけられ，究極的には顧客の心理のなかで相互に関連しあって，
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現実の需要水準（18）が決定されることになる。販売促進活動（13）はこの過程で重

要な影響要素として機能する。

　小売労働生産性は，このような要素間関係の連鎖のなかで影響づけられる

のであるが，最終的には現実需要（18）と潜在的産出（19）の何れか小さい方によっ

て決定される。市場の状況を考慮しながら内部的な諸要素を統制しようとす

る個別の企業ないし店舗の経営者のレベルで考える時，上記二つのパラダイ

ムを生産性研究の分析枠組として措定することは適切であるかもしれない。

しかし，既に明らかにしたように，地域小売商業のようなセミマクロ・レベ

ルのシステムを分析単位とする場合には，認識は若干異なったものとなる。

すなわち，個々の企業ないし店舗の内部的な意思決定過程は集計化され，外

部の競争条件を形成することになる。「外部要因パラダイムは，それ自体内

部要因パラダイムの集合からなる」のであり，したがって産業レベルでの生

産性を問題にする場合，「その市場の競争条件と環境・需要条件を検討する

ことで足りる」5＞ことになる。

　競争条件（competitive　conditions）は，個々の小売店舗が行なう投資や人

事についての意思決定のマクロ的・集合的な結果を反映したものであるのに

対して，環境条件（environmental　conditions）は経営者の統制を越えた当

該地域の世帯についての人口学的および非世帯的な特質に関係する8）小売

生産性の規定因としてのこの二つの条件に関して，インジィーンによって提

起された仮説は次の通りである。

　競争条件については，先ず，店舗規模，資本／労働比率，および売場面積

飽和（retail　space　saturation）といった相互に関連する三つの要因があげら

れる。第1に，平均店舗規模（測度は店舗当たり売場面積）の増加は，他の

二つが一定であれば人口当たり商店数の減少7）を通して小売生産性を低

下させる。店舗数の相対的な減少は消費者の店舗までの距離を増大させ，そ

5）　Ibid．，　p．82．

6）Ingene，　C．　A．，　Op　cit．，1982，　pp．80－81．

7）　Ibid．，　p．81．
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れが集計需要の減少と販売高の減少を結果することになるからである。生産

性に対して規模が与える負の効果の想定はインジィーンに独特であり，他の

論者の見解と大きく異なっている。

　第2に，資本／労働比率（従業員当たり売場面積）の増大は，他の条件が

一定であれば，（1）技術革新の採用による省力化，（2）新たな誘因や訓練プログ

ラムの採用による従業員の能率の向上，（3）サービス水準の低下や営業時間の

短縮による販売額の減少を充分に上回る省力化の進展，を通して生産性を向

上させる。

　第3に，売場面積飽和（人口当たり売場面積）が増大すれば，それは人口

の相対的低下，したがって需要の相対的低下を意味しているので，他の条件

が一定であれば小売生産性は低下する。しかし後に，この効果は店舗規模に

よって充分に反映されるとして，規定因からは除外されることになる。

　競争条件の第4の要因は賃金水準である。賃金率が上がれば，雇用される

従業員の数は限られ管理も強まる。また，高い賃金水準は，経験豊富なフル

タイム従業員や教育された従業員の雇用の高さを反映する。このような状況

は何れも能率の向上に貢献し，生産性を上昇させることになる。

　第5に，小売店舗の立地条件，レイアウト，およびアメニティもまた小売

生産性に正の関係をもつことが予想される。しかしこれらの現象をマクロ

データで直接的に確認することは不可能であるとして，集合的な代理変数と

して人口成長率が用いられる。すなわち，人口の伸び率の高い地域では，上

記諸要因の改善をめざした店舗の近代化が促進され，結果として高い小売生

産性が得られる。

　第6に，小売業態間の競争の性質や強度が生産性に影響を与える。しかし，

これをどのように操作化しその関係をどう評価するかは，対象とする小売業

種によって異なったものとなる。インジィーンは，正規食料品小売業の場合

では正の関係を想定するが，百貨店の場合には…意的に確定できないとして

いるξ）

　次に環境条件であるが，第1に所得水準があげられる。高い所得は高価な
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商品の購買を可能にするとともに，時間の価値を増大させることによって購

買頻度を低下させる。取引数の低下は大量の家庭内在庫が可能なもとでは取

引規模を増大させ，従業員の能率的な販売活動を促進する。この二つの効果

を通して，高い所得水準は高い小売生産性を産出することになる。

　第2に世帯規模（世帯当たり人口）があげられる。これはインジィーンに

おいて初めて導入された規定因であり，所得水準とともに取引規模に大きく

関連する。彼によれば，大世帯ほど取引数を圧縮することによって平均取引

規模を増大させ，それが小売生産性を結果的に増大させることになるが，こ

の仮説もまた後に若干の修正を受けることになる。

　第3はモビリティの高さである。モビリティ水準への影響因として公的交

通，私的交通，および交通過密があげられるが，消費者の買物出向への公的

交通機関の影響の程度は相対的に低いとして，専ら私的交通の利用可能性

（世帯ないし人口当たり乗用車台数）が問題にされる。モビリティの向上は，

より広い地域での店舗間の比較購買を可能にすることを通して購買額の増加

を促進する。さらに，顧客の比較購買による競争圧力が能率的な販売活動の

推進を半ば強制することになり，その結果として小売生産性が上昇する。

　第4は交通過密の程度（面積当たり乗用車数）である。交通過密によって

モビリティが低下すれば小売生産性は下がる。交通過密の増大は時間外

（off－hours）での買物頻度を上昇させ，その結果，営業時間の延長や従業

員の増員といった対応策が要請されることになるからである。このほか居住

者の年令，性別，民族の分布状況等の追加的環境変数，競争の程度を表わす

地方市場における集中度や広告量，労働の質，および新規店舗の割合などが

考えられるが，データの利用可能性の制約もあり採用されなかった。

　小売生産性を規定する競争および環境条件に関わる上記の仮説は，食料品

8）操作変数として，正規食料品小売業の場合では世帯当たりパパママ・ストア数が，

百貨店の場合にはアパレル店の店舗当たり販売額が，それぞれ採用された。前者に

ついては正の関係が想定されているが，後者については対立する効果のために先験
的には確定できないとする。（lbid．，　p．84．　and　do．，　Op　cit．，1983，　p．85）
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小売業や百貨店を対象として1972年の合衆国のSMSAデータを用いて検証

された9）しかし，これはその後のフユーズ等（Hughes　and　Serpkenci）の

批判1°）を通して，基本モデルは変らないまでも，概念的，経験的分析の次

元で次のような若干の修正をみることになるど）

　概念的分析次元の修正について。第1に売場面積飽和（人口当たり売場面

積）は，それが需要側の要素（人口）と供給側の要素（売場面積）を同時に

含む比率変数であること，およびその含意は店舗規模（店舗当たり売場面

積）によって十分に正しく反映されることによって，小売生産性の規定因か

ら除外されることになる。

　第2に，平均店舗規模は店舗規模と店舗密度の二つの効果を通して小売生

産性に影響を与える。規模に対して収穫一定を仮定すれば，先の第2の仮説

は次のようになる。食料品小売業において，大きい平均店舗規模をもつ地域

の労働生産性は，小さい店舗規模をもつ地域のそれよりも高くはない。つま

り，等しい場合もありえることが追加されたことになる。ちなみに，収穫逓

減型の業種では大きな平均店舗規模をもつ地域の生産性は相対的に低くなり，

収穫逓増型業種では店舗規模効果と店舗密度効果の相対的重要性に依存する。

　第3は世帯規模に関する仮説の修正である。先にインジィーンは，世帯規

模の増大は取引規模の増大を通して小売生産性を増加させるとした。しかし

9）多重共線性の問題を緩和するためにリッジ回帰モデルが使われた。食料品小売業

での分析では，人口増加率を除くすべての仮説が支持された。また，百貨店を対象

　とした分析では交通過密と世帯規模を除く仮説の支持が得られている。食料品小売

業での対数型リッジ回帰分析の結果は次の通りである。
　対数型リッジ回帰分析（インジィーン）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　塾　　　　　1
　A）米国食料品小充業を対象とした2且O．SMSAアータ｛19ア2年〕による。　　lngene　C　A　op　　IS82　p　85

10）Hughes，　M．　A．＆R．　R．　Serpkenci，“Comments　on‘Labor　Productivity　in　Retail－

　ing∵’Journal　ofルlarketing，　Vol．49，　No．2（1985），　pp．118－123．

11）Ingene，℃．　A．，　op．　cit．，1985，　pp．99－106．
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家計所得を一定とすれば，世帯規模の増大は，一人当たり所得の低下を通し

て各小売業種に支払われる金額を減少させ，そのことが生産性を逆に低下さ

せることになる。

　経験的分析次元の修正について。回帰式の両辺に，同一の成分をもつ比率

変数を用いることによる誤った結果の発生の可能性を極小にするために，イ

ンジィーンは賃金率（従業者当たり賃金）と資本集約度（従業者当たり売場

面積）を問題にする。これらは何れも従属変数である小売生産性（従業者当

たり販売額）と共通の分母をもつ。前者については，食料品小売業の賃金率

を当該地域の製造業の賃金率と食料品小売業以外の小売業の賃金率によって

推定し，その場合の推定誤差を代理変数として用いるt2）また後者について

は，従業者当たり売場面積を直接的に予測することは困難であるので，先ず

分母の食料品小売業の従業者数を製造業の従業者数によって推定し，その推

定誤差を分母の代理変数として利用する。

　表2は通常の最小二乗法による回帰分析の結果である。交通過密の生産性

に与える効果について先の論考での予想と異なっているのは，交通過密が人

口密度と強い相関を示しており，人口密度の効果が強ければ強いほどそれは

生産性と正の関係をもち，逆に交通過密の効果の方が強くでればそれは生産

性に負の影響を与えることになると考えるからである。分析結果は人口密度

12）例えば，前者について次のような説明が与えられる。食料品小売業の賃金率は，

　従業員の獲得をめぐって他の産業のそれと競合的となる。いま，食料品小売業の賃

　金水準（WGROC）をその地域の製造業の賃金水準（WMFR）と食料品小売業以

　外の小売業のそれ（WRET）によって推定すれば，その推定値は次のような回帰
　式で示される。

　　　　WGROC＝－2．21十〇．23WMFR十1．02WRET　R2　＝・　O．38

　WGROC－WGROC＝ewとすれば，　ew　＝Oのところでは，食料品小売業の賃金

　水準は上式の予測通りになる。ew＞0のところでは，食料品小売業の賃金は過度

　の支払いがなされており，したがってそのような地域では，経営者は労働力の利用

　に注意深くなり，競争条件の第4の仮説が含意する状況が生まれ，推定誤差は生産

　性と正の関係をもつことになる。推定誤差を賃金水準の代理変数とすることによっ

　て，従属変数と同一の分母をもつ変数を独立変数として組み込むことをさけようと
　する。（lbid．，　p．103）
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表2　対数型回帰分析結果（インジィーン）

規定因 定　　数 店舗規模 資本集約度 賃金率
立地、レイア

ウト等の良さ

変　　数
1店当たり

売場面積

従業者当たり

売場面積b

従業者当たり

賃　　　金b 人口成長率

予想される符号 十 一
／0 十 十 十

回帰係数
（t値）

8，749
（14．96）d

一 ．001

（一．37）

　．022

（a28）コ
　．670
（14．36）d

（1副

競争圧力 所　　　得 世帯規模
モヴィリティ

（私的交通） 交通過密
頁・

千世帯当たりノ｛パママ　・

ス　　ト　ア

世帯当たり

平均所得
世帯当たり

人　　　口

世帯当たり

乗用車数
面積当たり

乗用車数
十 一 ／＋ 十

一 ／十

．043

（3．60）d

．269

（4．02）d

　一．271
（－3．11）d

．163

（2．91）d
一〇25

（－2．82）d
．548

注；a）米国食料品小売業を対象とした209SMSAデータ（1972年）による自然対数
　　　型通常回帰分析の結果である。
　　b）推定値が代理変数として使われた。
出所；Ingene，　C．，　op．　cit．，1985，　P．104．

c）　P＜0．05　　d）　P＜0．01

効果よりも交通過密効果の方が強いことを示しているど）

　さらに，環境条件としては所得，世帯規模，およびモビリティが，競争条

件としては賃金率が，それぞれ小売生産性の地域間差異に比較的に大きな影

響を与えている。とりわけ，賃金水準の影響が非常に大きいことは先の分析

の結果と同様である。その点ではジョージ，シュワルッマン，バックリンと

ほぼ共通している。

　インジィーンが従来の研究に対して行なった批判が，そのまま彼自身にも

あてはまるというフユーズ等の批判や，小売生産性の説明モデルがその改善

にどの程度貢献しえるかについて若干の疑問をもつラオの論評にもかかわら

ず；4）それは小売生産性の規定因を個々の企業ないし店舗の意思決定の集合

13）　Ibid．，　p．101　and　p．105．
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的表現である競争条件と，個別的には全く統制不可能な環境条件の二つに分

けることによって，特に分析結果の政策的含意の理解に大きく貢献する。イ

ンジィーンの分析枠組を構戒する環境条件と競争条件は，彼の分析前提をな

す顧客の社会経済的特性と買回り（愛顧拡散）行動の重視にその基礎をおい

ていることは勿論であるが，それらはまたホール等の市場特性と小売商業構

造，およびわれわれの地域環境特性と小売商業構造にそれぞれ対応するもの

として理解することができる。

3．整理と検討

　小売生産性の地域間差異を説明する主要な研究は以上の通りである。何れ

を支配的な規定因とみるか，およびその導出の過程は論者によって異なって

はいるが，基本的な枠組についてはあまり大きな差異は認められない。すな

わち，小売生産性は社会経済的な環境条件と，それによって影響を受ける小

売商業の編成のされ方の二つの要因に依存する。小売生産性，特にその地域

間差異を問題にする場合，このような認識は明示的であれ暗示的であれ，論

者に共通していると言ってよい。

　ホール等の市場特性と小売商業構造，およびインジィーンの環境条件と競

争条件はまさに直接的にそれに対応するものである。バックリンにおいては，

この二つは明確に識別されているわけではないが，小売生産性の規定因とし

ての「市場状況」は，社会経済的な環境要因とそれによって影響を受ける小

売商業の構造的要因を同時にそのなかに含んでおりiS）特に後者については，

14）Hughes，　M．　A．＆R．　R．Serpkenci，　op．　cit．，　pp．118－123。　Rao，　R，“Comments　on

　‘Labor　Productivity　in　Department　Stores’，”in　D．　A。　Gautschi（ed．），01b．　cit．，

　PP．93－94．

15）Bucklin，　L．　P，，　Productiwit：y　in　Mar々eting，1978，　pp．82－83．企業の経営規模や労

　働集約度といった「より基本的な企業属性」と市場の「外生的な要因」の小売生産

　性に対する影響が問題にされている。
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商業企業の技術革新の採用の効果が重視されているにすぎない。

　ジョージやワードのモデルも，基本的にはホール等の「市場規模」論に労

働市場の逼迫の程度という要素市場の条件を加味したものである。ホール等

の市場規模論が，市場特性と小売商業構造の特性をそのなかに包含している

ことは前述の通りである。加えて，彼等は労働市場の逼迫の程度が小売生産

性に与える影響を重視しながら，それが長期的には労働節約的な販売方法の

導入や店舗の改善といった小売商業構造上の変革を通して生産性を向上させ

るとみることによって，市場特性は勿論のこと，小売商業の構造的要因が生

産性を大きく規定すると考える。このことはシュワルツマンについても同様

である。ただシュワルッマンにおいては，小売の技術革新にかわってサービ

スの低下要因が強調されているに過ぎない。

　このように小売生産性の規定因について，何れの論者も意識するとしない

とにかかわらず，環境条件と小売商業の構造的条件の二つにその基礎を求め

ていることは確かである。しかし，問題はその内容である。環境と構造が成

果を規定するという基本的な枠組では共通であっても，環境や構造の何れの

側面ないし下位要因がどのような経路で成果に関連づけられるのか，この点

については論者間で見解は若干異なっている。

　表3および表4は，インジィーンによる主要な諸研究の要約である。見ら

れるように，環境と構造に関する多様な変数がとり上げられており，それら

は何れも小売生産性の地域間差異を説明する理論的構成概念の測度としてそ

れぞれ使われている。構成概念と測度変数との対応関係に関わる問題は，イ

ンジィーンやフユーズ等によって議論されてきたが，データの利用可能性の

現状の水準を考えれば，漸時改善的に進める以外に方法はなさそうであ
る『）

16）構成概念と測度変数の関係について，インジィーンとフユーズ等の議論に若干触

　れておこう。概念と測度についての「複数性」（multiplicity）の問題，すなわち概

　念が複数の測度変数によって記述されたり，あるいは同一の測度変数が複数の概念

　の代理変数として使われることによる概念間および測度変数問の相対的重要性の曖

　昧さに対する批判は，前述のように当初インジィーンによって提起された。しかし，
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表3　小売生産性規定因の研究

（307）－137一

利用デ サンプル
文　　献 一 タの （サンプル 小売業種 説　　明　　変　　数 観察された符号

年次 数）

ホール，ナップ，

ウィステン
　　　　（1961）

1948 米国；州お
よびコロン
ビア地区
　　　（49）

食料品
洋　服

人口当たり所得　　　　　　Y

［食料品］　［洋服］

　十　　　　　十

人口増加率（20年間）　　　　G 十　　　　　十

人口密度　　　　　　　　D 0　　　　　一

一R2 ．76　　　　．48

ジョージ 1961 英国；都市 小売業全体 ［食料品］　［小売業］

（1966）
（160） および

　　7業種 人口当たり所得　　　　　　Y 十　　　　　十

店舗当たり販売額　　　　S／N 十　　　　　十

複数店舗シエア　　　　　MC n．r．　　　十

労働市場逼迫度　　　　　　T 十　　　　　十

R2 ．76　　　．82

シュワルツマン 1958 米国； 8業種 ［食料品］

（1971） SMSA
　　（188） 人口当たり所得　　　　　　Y 一

賃金率　　　　　　　　　W 十

店舗当たり販売額　　　　S／N 十

世帯当たり販売額　　　　S／H 一

小売販売額　　　　　　　　S 一

世帯当たりガソリン支出SG／H 十

R2 ．78

バックリン 1963， 米国；州 小売業全体 ［米国］　［日　本］

（1978） 1967 （96）

1964，
1968

躰； 犠、） 人口当たり所得　　　　　　Y 十　　　　　十

人口増加率（4年間）　　　　G （＋）　　　（＋）

人口当たり店舗数　　　　N／P

一一
都市密度　　　　　　　　D’ （一）　　　一

賃金率　　　　　　　　　W 十　　　　　十
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百貨店比率　　　　　　DS／S 一　　　　十

時間ダミー　　　　　　TM ＋　　　（一）

R2 。63　　　．96

インジィーン 1972 米国； 食料品 ［食料品］

（1985） SMSA
　　（209） 世帯当たり所得　　　　　Y’ 十

賃金率　　　　　　　　　W 十

店舗当たり売場面積　　　F／N 一

従業員当たり売場面積　　F／L 十

人口増加率（2年間）　　　　G 十

世帯当たりパパママ・ストア数MP／H 十

世帯当たり人口　　　　　P／H 一

世帯当たり乗用車数　　　Ml 十

面積当たり乗用車数　　　M2 一

一R2 ．55

注）・生産性の尺度として、ジョージ、バックリンではフルタイム従業員当たり販売額が、それ以

　　外では従業員当たり販売額が用いられている。なお、n．　r．は「報告なし」を、またカッコ

　　付き符号は5％水準で非有意を示す。　　　　　　　　　　　　！
　　Ingene，　C．　A．，・p．　cit．，1982，　p．79，　Table参照。

フユーズ等によれば，インジィーンにおいてもこの「複数性」の問題は充分に処理

されてはおらず，構成概念と測度の間には依然としてそこが存在する。しかし，イ

ンジィーンも指摘するように，観測不可能な理論的構成概念と測度変数のギャップ

を解消するためには，（1院全な一致が認められない多くの概念を無視するか，（2）全

ての概念を処理しうるに十分な巨大なデータベースを構築するか，の何れかによる

しか方法はない。

　しかし，それらは何れも問題を解決するうえで妥当かつ現実的な方法ではない。

この種の問題は，小売生産性の規定因分析に限らず広く社会科学全般に共通する問

題でさえある。したがって，それらに代る第三の方法としてインジィーンが志向す

るように，「この世界がどのように動いているかを理解すべく徐々に進めてゆき，

そのたびに追加的証拠を蓄積しながら，より精練された概念的・経験的証拠を漸次

的に提供してゆくこと」以外に方法はなさそうである。

　この「複数性」の問題と独立変数間の多重共線性の問題をチェックするための一・一一

つの追加的な方法として，インジィーンは主成分分析法を適用する。そして，完全

に純粋とはいえないまでも，モデルの仮定通りに9つの主成分が抽出された結果を
得て，モデルの妥当性を主張する。（Ingene，　C．　A，　op．　cit．，1985，　p．100，104．）
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表4　生産性規定因の概念と測度

　　　　　文　献

概　念

ホール，ナップ，

ウィンステン
（1961，

　　Chap．11）

　ジョージ
（1966，PP．38－

40＆Chaμ5）

シュワルッマン
（1971，

　　Chap．11）

　バックリン

（1978，PP。

　　　75マ9）

インジィーン

（1985，PP．

　　102－105）

店舗規模、規模の Y，G，　D，　AGE Y，S／N S／N N／P F／N
経済

資本労働比率 Y，G S／N，T，　MC W W F／L

技術 G，AGE S／N，T，　MC D’ F／L

雰囲気、レイァウ
ト

G，AGE S／N，T G G

立地選択 G，AGE MC G

労働の効率的利用 Y，G S／MT W W W，MP／H

提供される労働の T W DS／S W
質やサービス

経営者の態度 G，AGE

市場規模 Y，G，　D Y S Y

競争の程度 Y，AGE MC D’ MP／H

モヴィリティ Y Y SG／H M1，M2

取引規模 Y Y S／H Y Y’ ，P／H

近隣購買 AGE

注）・測度の略号は前表を参照のこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・、

　　・AGEは地理的単位が一定の規模に達してからの年数として定義されるが、そのデータは

　　　ホールらによっては収集されていない。

　　・シュワルツマンも回帰分析ではD，G，AGEを組み込んでいる。しかし、それらは有意で

　　　はなく、その概念的意味も議論されていない。

　　・Ingene，　C．　A．，　op．　cit．，1982，　Table2によるが，インジィーンの欄は彼の修正（1985）に基

　　　ずき若干変更している。

　われわれのモデルに入ろう。先に明らかにした環境一構造一成果の因果連

鎖が，ここでの出発点となる。成果への影響の経路として，理論的には次の

二つを識別することができよう。すなわち，一つは環境が直接に成果に影響

する経路であり，他は環境が構造を通して成果に影響を与える経路であ

る87）前者は成果に対する環境の直接効果であり，後者は間接効果である。

小売生産性の地域間差異に関連していえば，直接効果は構造が同一の場合の

17）地域小売商業についての環境と構造の関係については次を参照のこと。拙稿「都

　市環境と小売商業構造」『山口経済学雑誌』第30巻3・4号（1980）。
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小売生産性の地域間差異としてとらえることができるし，他方間接効果は，

同一環境のもとでの小売生産性の地域間差異として把握することができる。

　産業組織論が通常問題にする製造業においては，同一環境を対象としてい

るために，間接効果が主要な問題となり直接効果はあまり重視されない。し

かし小売業においては，特にその立地産業的性格のために，間接効果に加え

て直接効果が重要な規定経路としての役割を果たすことになる。しかしなが

ら，小売生産性の地域間差異を，この二つの効果に分けて分析し説明するこ

とが本節での目的ではない。成果としての小売生産性が構造によって影響さ

れるとともに，環境によっても大きく規定されるということの認識がここで

は重要となる。

　小売労働生産性を規定する環境条件として次の要因をあげることができる。

1）都市化水準；都市化水準は，所得ないし購買力とともに市場の規模を形

　成する。市場規模の効果はホール等をはじめ多くの論者によって強調され

　てきた。都市化水準が高く，市場規模が大きい大都市地域では，潜在的な

　市場機会を求めての参入が旺盛であり，店舗間距離の短縮化が競争を激化

　させることになる。競争の激化は技術革新を促進することによって，生産

　性に正の影響を与える。この測度変数として，人口密度や都市密度（人口

　密度×都市人口比率）が考えられる。

2）市場の拡大，立地，雰囲気；これらの要因はホール等，バックリン，お

　よびインジィーンによって重視されてきた。市場の拡大化傾向は小売業に

　とって好ましい立地環境を形成することを意味する。したがって，それは

新しいタイプの技術革新型店舗の参入を促進するとともに，既存店舗の改

善を刺激する。このような状況は小売生産性にプラスの影響を与えること

　になる。この測度変数として，人口増加率がしばしば使われてきた。

3）所得水準，購買力；所得水準の高さは地域の市場規模を規定するととも

　に，消費者の買物パターンを通して取引規模に影響を与える。また，小売

業にとって好ましい雰囲気が形成されることによって，経営者の店舗改善

意欲や新規店舗の参入が促進される。このような状況は相対的に高い生産
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性を結果的に産出することになる。

4）世帯規模；これはインジィーンによってもともと取引規模の測度変数と

　して採用されてきた。世帯規模が大きいことは，家計所得が一定であれば

一人当たり支出額が低いことを意味し，特に非必需品的な業種への支出が

制限される。逆に，世帯規模は非消費支出への所得の流出を制限すること

　によって，取引規模を高める効果をもつ。したがって，世帯規模が小売生

産性に与える影響は業種によって区々であるが，小売業全体でみれば，上

記二つの効果が相殺しあって，結果的には中立的となるかもしれない。し

かし，わが国では特に都市部における核家族化の進行を反映して，一世帯

当たり人口でみる世帯規模は，取引規模というよりもむしろ都市化の遅れ

の程度を表現しているようである。そうであれば，世帯規模は小売生産性

に対してマイナスの効果を生むことになる。

5）モビリティ；モビリティの改善は買物出向を容易にするとともに，取引

規模を増大させることによって販売額の増大に貢献する。モビリティの小

売生産性への影響は，ホール等の研究以来，問題にされてきたが，特に

シュワルツマンやインジィーンによって重視されてきた。モビリティの手

段として公的輸送と私的輸送が考えられるが，買物出向にとっては私的輸

送が相対的に重要な役割を果たしていることを考えればiS）人口当たり乗

用車登録台数は適切な測度の一つとなる。

6）交通過密度；交通過密はモビリティの水準を低下させる方向に作用する

ことによって，小売生産性にマスナスの影響を与える。インジィーンはこ

の規定因をモビリティとの関連で重視してきた。道路距離当たり乗用車登

録台数は適切な測度の一つとなる。

7）労働要素市場；労働市場の逼迫の程度は，小売生産性の規定因として

ジョージによって最初にとり上げられて以来，多くの論者によって重視さ

れてきた。そして，経験的研究においてもその重要性が実証されてきた。

18）　Ingene，　C．　A．，　Op　cit．，1982，　P．83．
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労働市場の逼迫は，パートタイム労働力や既存労働力の有効な活用，さら

　には労働節約的な販売方法の導入や店舗の改善を通して小売生産性にプラ

スの効果を与えることが予想される。測度変数として賃金率がしばしば用

いられてきた。

8）地価要素市場；小売生産性の地域間差異を説明するうえで，いま一つの

重要な要素市場は地価である。先にみた欧米の研究では，地価については

ほとんど関心が払われなかった。しかし，国土が狭阻なうえに人口密度が

高いわが国では，地価要因は労働力要因に劣らず重要な要素市場条件とな

　る。地価が高い地域では，土地ないしそれに関連する資本の効率的な利用

が，労働力の場合と同様にたえず経営者に要求される。そのような地域で

　は，品揃えのトレーディング・アップや店舗改善等が売場生産性の向上を

めざしてなされるかもしれない。

　　地価要因はこのように，直接的には，土地したがって売場面積の有効利

用を促進することによって売場生産性に正の影響を与える型しかしそれ

だけではない。そのような状況で産出される相対的に高い販売額は，質の

高い労働力の追加的な投入の効果を上回り，結果的には労働生産性にプラ

スの効果を及ぼすことになる。測度として地価が利用可能である。

次に，小売商業の構造条件として以下のものがあげられる。

1）規模の経済，店舗規模；規模の経済ないし店舗規模は，ホール等以降し

ばしば問題にされてきた。インジィーンを除けば，一般に店舗規模は生産

性に正の影響を与えることが仮定されてきた。インジィーンでは，規模に

対して収穫逓増型の業種においても，生産性への店舗規模の効果は，規模

の経済の相対的重要性（プラス効果）と店舗間の距離の効果（マスナス効

果）に依存し，一意的には定まらないとされた。このことは，この効果が

19）生産要素市場の条件と小売商業の関係は，石井氏によって問題にされた。そのな

　かで，労働生産性の規定因として賃金率が，売場生産性（売場効率）の規定因とし

　て地価がそれぞれあげられた。石井淳蔵「小売商業構造の理論的・実証的分析」

　『同志社商学』第31巻第1号（1979）参照。
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業種によって異なったものとなることを意味する。

　　小売業全体を問題にする場合，生産性に対する店舗規模の効果は，一般

的にはホール等やバックリンに従って正の効果を予想することができるか

　もしれない。しかしながら，業種構成の違いや都市部と農村部の違いに

　よって，それは大きく異なったものとなろう。店舗の集積とフォード効

果2°）の発現が顕著な都市部では，農村部に比べて規模の効果は相対的に

弱くなることが予想される。

　　規模の経済や店舗規模の測度として従来多くのものが使われてきたが，

　なかでも人口当たり店舗数で表現される店舗密度は，小売商業構造の代表

的な測度変数としてしばしば用いられてきた誓）

2）資本集約度；労働に対する資本の集約的な利用は，労働力の節約的ない

　し有効的な利用を促進することによって生産性にプラスの効果を与える。

この測度として，資本／労働比率がホール等やインジィーンによって重視

　されてきた。

3）大型店集中度；零細な生業型店舗が相対的に高い割合を占めている小売

業のなかにあって，大型店はそのほとんどが企業型店舗であり，一般に近

代的・効率的経営がなされている。したがって大型店集中度の高い地域で

は，そうでない地域に比べて小売生産性は高い水準にあることが想定され

　る。また，大型店集中度の高い地域では，インジィーンが指摘する業態間

競争が活発化することによって，生産性にプラスの効果を与えることも考

　えられる。測度として，百貨店売場面積比率や大型店売場面積比率があて

　られる。

20）Ford，　P．，“Excessive　Competition　in　the　Retail　Trades，　Change　in　the　Numbers

　of　Shops，1901－1931，”Economic　Journal，　Vol．45（Sep．1935），　pp．501－508．

21）例えば次を参照。Takeuchi，　H．＆L，　P．　Bucklin，“Productivity　in　Retailing：Re－

　tail　Structure　and　Publilc　Policy，”Journal｛of　Retailing，　VoL53，　No．1（1977）．九州

　流通政策研究会『都市小売業の環境・構造・活動成果』（1982）。また，ブルースも

　操作的定義は異なるが構造の測度として店舗密度を重視する。Bruce，　G．　D．，“The

　Ecological　Structure　of　Retail．　Institutions，”Journal　of　Marketing、Research，　VoL6

　（Feb．1969）
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4．経験的研究

（1）分析方法と変数選択

　以上の仮説を検証するために，都道府県データと都市データを使った二組

の回帰分析がなされた。従来の研究では，欧米については州，SMSA，およ

び都市が，日本については都道府県や都市がそれぞれサンプルとして用いら

れてきた。インジィーンは，顧客の買回り行動が相対的に限定された地理的

範囲で行われることを理由に，国や州よりもSMSAのようなより局地的な

単位が，サンプルとして用いられるべきことを主張するぎ）バックリンは，

州や都道府県では都市の場合よりも同質性が高く，大きな差異がみられない

という欠点はあるが，利用可能なデータが豊富であるという理由で州および

都道府県をサンプルとして採用するぎ）

　小売商業における環境，構造，成果は都道府県間の場合よりも都市間にお

いて，差異は大きくなる。しかし，都市をサンプルとする場合の困難の一つ

は，都市間で発生する買物のための顧客の流出・流入現象である。居住する

都市に立地する店舗だけでなく他都市に買物出向する顧客の行動は，移動慣

習（migrant　CUStOm）24）と呼ばれてきた。都市間での顧客の移動慣習が大き

ければ大きいほど，環境，構造，および成果の間の関係はそれだけ歪められ

ることになる。都市を対象とする場合はこの点の留意が必要となる。しかし

都市は顧客の買回り空間に近く，小売商業の経験的分析のサンプルとして優

れた点を具備していることも事実である。

　したがって，ここでは移動慣習の発生が少なく，自足的な傾向が強い都道

府県を主対象としながらも，都市を対象とした分析をも併せて行なう。前者

22）　Ingene，　C．　A．，　Op‘ゴ乙，1985，　P99．

23）Bucklin，　L．　P．，　Op‘ゴム，　p．75．

24）Hall，　M．，　J．　KnapP，　and　C．　Winsten，　Dゴ5’rゴ伽ionゴηG　reat　Bプ加加and　North

　∠4merica；・45’畷y　in　StrZtcture　and　Productivitbl，1961，　p．4．
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については47都道府県が，後者については中国地方の48都市がサンプルとし

てとられた。それぞれの分析に用いられる変数は，表5の通りである。

　乗用車過密度と百貨店比率についての都市データは利用できなかったが，

前者については乗用車登録率がモビリティの測度として，後者については大

型店比率が大型店集中度の測度として入っているのであまり問題にはならな

い。また，都市別の賃金水準データが利用できなかつたので，それにかわっ

て有効求人倍率が労働市場の逼迫の程度を示す指標として用いられた。

　小売労働生産性を従属変数とする対数型回帰分析が，都道府県と都市につ

いてそれぞれ3ケースつつなされた。ケース1での独立変数の構成は，「時

間ダミー」が入っていない点を除けばバックリンの場合と同等である。ケー

ス2では，ケース1の6変数に乗用車登録率と地価水準の2変数が加えられ

た。モビリティと地価要素市場の2要因は，バックリンがあげた6つの要因

と同等に重要であると考えるからである。ケース3の独立変数の組み合わせ

は，地価水準を除けばほぼインジィーンのそれに類似的である。ただ，店舗

規模の測度として店舗密度が，業態間競争の測度として大型店比率が，ここ

では用いられているに過ぎない。

　部分的にではあるが，多重共線性の問題を処理するために，一括投入法に

加えて変数増減法による重回帰分析が行われた。

（2）分析結果の検討

　分析結果は表6および表7の通りである。先ず環境変数について，回帰係

数の符号を中心に結果を検討しよう。

　第1に，都市化水準，市場規模の測度としての都市密度の回帰係数は，都

道府県および都市の両方で予想に反してマイナスの符号となった。但し，都

市レベルの場合，変数増減法では最終の回帰式には組み入れられなかった。

都道府県を対象としたバックリンの分析においても結果は同様であったが，

彼はそれを日本における高い人口密度による地価の高騰が小売形態の近代化

を阻止しているためである，と解釈した。しかし，地価をコントロールした
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表6　対数型回帰分析結果（都道府県）

（317）－147一

N＝47

ケ　ー ス　　1 ケ　ー ス　　2 ケ　ー ス　　3

説　明　変　数

一括投入法 変数増減法 一括投入法 変数増減法 一括投入法 変数増減法

a a b a

都　市　密　度 一　．407 一　．402 一　．316 一　．269

LPMPIHI （－　4．14） （－　4．36） （－　2．60） （－　2．72）

a a a a a a

人口増加率 一　．236 一　．237 一　．337 一　．323 一　．356 一　．354

LPZ37 （－　3．53） （－　3．59） （－　4．61） （－　4．68） （－　4．15） （－　4，82）

a a a a a a

所　得　水　準 ．527 ．526 ．381 ．441 ．439 ．364

LI （　4．76） （　4．81） （　2．81） （　4．16） （　2．81） （　3．30）
環

世　帯　規　模 ．006

境 LPS7 （　　．07）

b b c a

変 乗用車登録率 。215 ，186 ．180 ．279

LMl （　2．68） （　2．71） （　1．81） （　4．35）

数
交通過密度 一　．017

LM2 （一　．19）

a a a a b b

賃　金　水　準 ．336 ．336 ．308 ．312 ．213 ユ92

LWG　1 （　3．49） （　3．53） （　3．40） （　3．52） （　2．19） （　2，31）

地　価　水　準 ．105 一　．035

LTIKJ （　　．75） （一　．24）

a a a a a a

店　舗　密　度 一　．612 一　．619 一　．720 一　．693 一　．653 一　．677

LRSP7 （－　5．71） （－　6．47） （－　6．44） （－　7．45） （－　5．12） （－　6．78）

構 資本労働比率 ．122

造 LMEX （　1．27）

変 百貨店比率 ．013 ．006

数 LRDMRM （　　．16） （　　．08）

大型店比率 一　．002

LBIMHI （一　．03）

自由度調整済決定係数 ．86 ．86 ．88 ，88 ．85 ．86

（F値） （46．55a） （57．26a） （40．87a） （56．47a） （26．92a） （57．14a）

注）数値は標準偏回帰係数（t値）を示す。

　a，b，cは1％，5％，10％の有意水準を示す。
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表7　対数型回帰分析結果（都市） N＝48

ケ ス　1 ケ 　　　一m一ス　2　　　　ケ　ー　ス　3

説明変数
・括投入法変数増減法一一括投入法変数増減法…括投入法変数増減法

一「一一一一一

環

境

変

数

構

造

変

数

都　市　密　度 一　．182 　　　b
－　．283

1

LPMPIHI （－　1．31） （－　2．44）
1

人口増加率
　　b
．315

　　a
．440 ．154 ．140 ．154

．21詞

LPZ38 （　2．04） （　3．63） （　1。33） （　1．33） （　1．34） （2’5馴
1

a a C

所　得　水　準 ．545 ．395 ．258 ．057 ．077 ．149

LINC56 （　3．28） （　3．26） （　1．97） （　　．55） （　　．55） （　1．48）

世　帯　規　模 一
．ユ34

LPDS （　一．95）

b a b

乗用車登録率 ．246 ．354 ．331

LAUT　－一一一 （　2．21）　　　　一一一 （　3．55） （　2．53）
1－一一一一

交通過密度
i

求　人　倍　率 ．184 ．097

，。43下

LQJINR （　1．54） （　1．10） （　　．48）

一罰 ．¶醒〔…m－・
d 「且 d

地　価　水　準 ．745 ．722 ．644 ．506

1、TIK （　5．98） （　6．21） （　5．26） （　4．70）

店　舗　出　度 ．058 ．046 ．099

LRSDP7T （　　．37） （　　．39） （　　．84）

資本労働比率
　　ト
．234 ．315

a

LMEX （　2．55） （　3．76）

百貨店比率

大型店比率 ．207

¶一一へ一r 　　一一一

一　．026 ．058 ．175

LBMHI （　1．54） （一　．24） （　　．52） （　1．66）

臼度調整済決定係数 ．49 ．45 ．73 ．71 ．74 ．72

（F値） （7．84a） （18．64a） （15．74a） （27．62a）　　　　1 （14，91F虹） （23．28a）

注）数値は標準偏回帰係数（t値）を示す。

　a，b，c，は1％，5％，10％の有意水準を示す，，
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ケース2においても結果は同様であった。これはむしろ，都市密度と相関が

高い所得水準（相関係数0．67），賃金水準（同0．72），および地価水準（同0．

87）との交互作用のなかで，都市密度が市場規模を純粋に反映していないた

めではないかと考えられる。そうであれば，都市密度を独立変数に採用する

こと自体，多重共線性の発生との関係で問題であるかもしれない。

　第2に，人口増加率については，都道府県では予想に反してマイナス，都

市では予想通りプラスの符号をえた。これは，都市周辺部（郡部）での人口

増加率と小売生産性のマイナスの規定関係が，都市部でのプラスの規定関係

を相殺してなお大きいものであるためと思われる。もしそうであれば，小売

生産性に対する市場規模の拡大の効果をみるためには，都道府県はサンプル

として空間的に広すぎるといえる。

　第3に，所得水準は何れも予想通りである。所得水準の小売生産性に与え

る影響は，都道府県では店舗密度と並んで非常に大きい。都市では，ケース

1を除けば，その効果は地価水準や資本／労働比率の導入に吸収されて減少

するが，それは前述した顧客の移動1貫習を反映しているかもしれない。

　第4に，世帯規模の効果は都道府県のレベルでは中立的であり，都市レベ

ルでは有意ではないが負の符号をもった。何れも予想通りであるとみなして

よい。したがって世帯規模は，小売生産性の地域間差異を説明するうえで，

少なくとも日本では，インジィーンが言うほどには重要な要因であるとは思

えない。

　第5に，モビリティについては，都道府県および都市のレベルで何れも予

想通りである。標準偏回帰係数の大きさから判断して，モビリティは重要な

規定因の一つであるといえる。

　第6に，交通過密度については，符号は負であったが有意ではなかった。

したがって，基底的な規定因とはいえない。

　第7。労働要素市場の状態は，都道府県レベルでは予想通りプラスの高い

値である。しかし都市レベルでは，符号はプラスではあつたが有意ではな

かった。一般に，労働市場要因の都市間格差は，都道府県間格差に比べて同
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質的であるといえる。同時にこの結果はまた，有効求人倍率が都市の労働市

場の状況を正しく安定的に表現しえているかどうかについて，若干の疑問を

残すことになる。

　第8に，地価水準については，都市レベルで予想通りの高いプラスの結果

をえたが，都道府県レベルでは非有意であった。これは前者では商業地の地

価水準を使ったのに対して，後者では住宅地地価で代替したことにもよると

思われるが，前項での結果をも併せて考えれば，要素市場条件としては，都

道府県レベルでは労働要因が，都市レベルでは地価要因がそれぞれ小売生産

性の地域間変動を説明することを示している。

　次に，構造変数については以下の通りである。

　第1に，店舗規模効果は予想通りであったと言ってよい。都道府県では符

号はマイナスとなり，何れも高度に有意であった。インジィーンの主張とは

逆に，一般には規模の経済性が認められる。しかし，これも充分に予想され

たように，都市レベルでは非有意であり，しかも符号はプラスであった。こ

れは，都市レベルにおけるフォード効果の発現を反映していると考えること

もできるし，あるいはまた移動慣習によって，店舗密度が純粋な意味での店

舗規模を都市間においては表現しえていないとみることもできる。

　第2。資本／労働比率は，都市では正の強い効果を示し予想通りであった

が，都道府県では符号はプラス，しかし非有意であった。

　第3に，大型店集中度は，百貨店比率，大型店比率の何れにおいても非有

意となり，小売生産性の地域間差異を説明するうえで，重要な規定因とはな

らなかった。

　各変数の効果についての分析結果は以上の通りである。都道府県レベルで

はケース2が最も説明力が高く，都市密度，人口増加率，所得水準，モビリ

ティ，賃金水準，および店舗密度の6変数によって，小売生産性の地域間変

動の88％が説明されることになる。なかでも，環境条件としては所得水準の

効果が，構造条件としては店舗密度の効果が相対的に高い。1％の所得水準

の上昇は0．44％の小売生産性の向上を生み，1％の店舗密度の変化は小売生
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産性を0．69％改善することになる。

　都市レベルの場合はケース3の説明力が高く，人口増加率，所得水準，地

価水準，および資本／労働比率の4変数で，決定係数は72％に達する。なか

でも，地価水準（環境条件）と資本／労働比率（構造条件）の影響は非常に

強い。すなわち，1％の地価水準の上昇は0．51％の小売生産性の向上を，ま

た1％の資本／労働比率の改善は0．32％の小売生産性の向上をもたらすこと

になる。

　他の研究との比較において，分析結果を要約すれば表8のようになる。

むすびにかえて

　小売生産性の地域間差異に与える環境と構造の影響，換言すれば環境の成

果に対する直接効果と間接効果は，以上の分析を通して部分的にではあるが

概念的，経験的に明らかにされたと言ってよい。

　しかし，幾つかの点で理論レベルと経験レベルの分析結果は異なったもの

となった。特に，都市化水準や市場規模の測度として用いられた都市密度に

ついては，測度としての適否を含めてより詳細な検討を必要とする。また，

都市レベルでの経験的分析をより一般化するためには，サンプルを全国にま

で広げる必要がある。

　従来の研究では，経験的分析のサンプルとして州や都道府県，もしくは都

市の何れかがそれぞれ独立に使われてきた。しかし，都道府県を対象とした

分析と都市を対象とした分析の結果は，必ずしも一致しない。そこには偶然

的な分析結果の不一致を超える両者の相違が存在するようである。都市間移

動慣習は勿論のこと，都市と農村の間で，小売生産性の規定因についての不

整合が存在しているように思われる。そうであれば，レベルが異なる二つの

サンプルの何れかを使って仮説の検証を行う場合，同一の測度変数を用いた

としても，サンプルによって検証結果は異なったものになる。業種間におい
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表8　分析結果の要約
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過 逼

迫
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働比 舗

比
比 比 競 ミ

係

度 率 準 模 イ 密 度 準 準 額 模 度 率 率 率 率 争 1 数

＼

ホール他 米国、州　　　（1948） 0 ．76

椚
日本、都道府県 宰 申 ＊ 零

…ク・・

｛
　　　（1963＆1967）

米国、州（1964＆1968）

　

一

十

十

十 十 一
十零一一

一
．96

．63

注1）

清　　　水 日本、都道府県（1979）一一一一一一｝一一一一一一一一一一一一一

三一
　拳

一

三．
　申十一一一一一一

一一 一一旧一一一一一一一一一一 一一

　　　零　　　一
一一

4－一．一一＿　一
一　一一一一一一一一．一一 一一一一

．73

－一

！

　　　　　　ケース1
＿寧

1
1　奉『

（＋） ．86

米　　　谷・ 日本、都道府県　・2
＿零

（＋） （0） ．88

（1982）

（0） （一） （一） （＋） （0） ．86

ジョージ 英国、都市（1961） ．82

ワ　ー　ド 英国、都市（1966） 十 ．53

〆米国、SMSA（1958） ， 雌 率 宰 串

，

［食料品］ 一 十 十 一 十 一 ．78

シュワルツマンく

、　　　　　　［ドラッグ］ 十
一 ．81

インジィーン 米国、SMSA（1972） 一 ．55

　　　注2）
高　　　橋 日本、都市　　（1979） （＋） （＋） （±〉 ．60

一一一 皿一「－目i’一一一『　一｝一一　一一一一一一一一一一一 一一一一 一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一 一一 一一一一一一一
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事 傘

ケース1 （一〉 十 十 （＋） （＋） （＋〉 ．45

米　　　谷く 中国嚇灘＼”2 （一） 十 十 （＋） （＋） （一） ．71

寧 翠
宰

寧

十 十 （一一） （十） （＋） 十 （＋）

一 十 ．72

注）＊は5％水準で有意を示す。（）は、変数増減法では回帰式のなかに組み入れられなかったことを示す。

　　注1）清水　猛「地域特性と小売流通」　『三田商学研究』第25巻2号（1982）

　　注2）高橋郁夫「小売労働生産性の規定要因分析」1司上誌，第27巻4号（1984）
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ても同様のことが言えるかもしれない。例えば，小売生産性に対する規模の

効果は業種によって異なることが予想された。

　ここで取り上げた小売労働生産性は，小売成果の一部でしかない。われわ

れは先に，小売成果概念を有効性と能率という二つの次元でとらえることの

重要性について触れた。能率次元では，労働生産性と並んで資本生産性も問

題にされなければならない。さらに，特に地域小売商業のような社会的な活

動システムを問題にする場合，有効性はより重要な成果概念となる。これら

については，別の機会に譲らなければならない。


